



















国際連合 (国連) による「人権教育をめぐる 10 年 





て，第一フェーズ (2005～2007 年) とその後延長期
間 (2008～2009 年) は初等中等教育がテーマであっ
た。第二フェーズ (2010～2014 年) および第三フェ







































ほぼ同時期の 2016 年７月に横浜で開催された第 31
回国際心理学会 (31st International Conference of 
Psychology (ICP) 2016) が ”Diversity in Harmony: 




「障害者基本法」 (昭和 45 年制定，平成 16 年改




る。「障害者基本計画 (第 4 次計画平成 30 年度～平成







「障害者基本計画 (第４次) の実施状況【平成 30 年
度】」 (内閣府, 2019) によると，独立行政法人日本学



























                                                                
1 新型コロナウイルス感染症拡大への対策として，TOKYO 2020 (東
京オリンピック・パラリンピック) 組織委員会，国際オリンピック委
員会 (IOC)，東京都，政府の 4 者により，2021 年 7 月 23 日から 8





















構, 2019a) (回収率 100％) によると，平成 30 年５月
1 日現在における障害学生2在籍数 (在籍率) は，大学 
(学部・通学制) 29,871 人 (1.08 ％)，短期大学 (学
科・通学制) 1,889 人 (1.65 %) であり，それぞれ前年
度より増加している (大学: 1,799 人増, 短期大学: 
499 人増)。障害種別の障害学生数は，多い順に「虚
弱・病弱」 (33.0 %)，「精神障害」 (25.9 %)，「発達
障害」 (17.9 %) であり，平成 27 年度以降に急増し
ている傾向が続いている。 
支援障害学生3在籍数 (在籍率) は，大学 (学部・通
学制) 14,896 人 (0.51 ％)，短期大学 (学科・通学制) 
742 人 (0.65 %) であり，それぞれ前年度より増加し
ている (大学: 1,156 人増, 短期大学: 253 人増)。障害
学生支援率は，大学 (学部・通学制) 50.1 %，短期大


















JASSO による「平成 30 年度障害者差別解消法に
関する対応状況調査結果報告 (大学・短期大学・高等
専門学校)」が実施された (調査時期: 平成 30 年７月
1 日～8 月 10 日，対応状況調査 (悉皆) 及び事例提
供)調査対象は平成 29 年度) (独立行政法人日本学生支
援機構, 2019b)。対象となった高等教育機関 1167 校 
(大学: 781 校，短期大学 329 校，高等専門学校: 57
校) に対して，調査回答数は，大学 504 校 
(64.5 %)，短期大学 165 校 (50.2 %)，高等専門学校
40 校 (70.2 %) であった。障害学生支援に関する対応
要領またはそれに類する基本方針があると回答した学
校は，平成 28 年度から 30 年度にかけて年度の経過
とともに増加しており，設置別では国立大学等が
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における障害のある学生の修学支援に関する実態調
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度障害者差別解消法に関する対応状況調査結果報告 
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